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 本論文の構成は以下の通りである。第 1 節では、生存権の規範内容と対応する憲法現実
の概観を整理する。第 2 節では、憲法研究と社会政策研究の相互関連性の観点の必要性に
ついて論じた上で、「憲法規範力の定量化」という相互関連性に基づいた具体的な方法論を
示す。第 3 節では、第 2 節で示した方法論に基づいて、社会政策作為要求と実際の社会政

















































が望ましいであろう。以上、二点の理由に基づき、本論文においては、HPI-2 を憲法 25 条
の生存権規定に対応する憲法現実を表す指標として用いる。 
 1995 年以降の日本における HPI-2 の値は、1995 年から 1997 年までの 12.0 ポイントが最
も高く、2001 年から 2002 年までの 11.1 ポイントが最も低くとなっている（HPI-2 は低けれ
ば低いほど良い）5。直近の 2007 年の HPI-2 は 11.6 ポイントとなっており、この値は 2007
年の HPI-2 のデータが利用可能な 20 ヶ国中 11 位と、決して上位ではない6。逆に HPI-2 の
値が低い国々は、スウェーデンが 6.0 で 1 位、ノルウェイが 6.6 で 2 位、デンマークが 7.7
で 4 位、フィンランドが 7.9 で 5 位となっており（いずれも 2007 年7）、一般的に社会福祉










































































































































































































































































































ら、「政府の社会政策支出額対 GDP 比」は OECD が発表の指標23、「憲法現実として生じて
いる貧困問題の規模」に関する指標は HPI-2 を用い、「政府の社会政策支出額対 GDP 比/HPI-2」
を生存権規定の憲法規範力を示す代理変数とする24 
3.2. 生存権規定の憲法規範力の比較分析 





ける生存権規定の憲法規範力の推移をまとめ(1995 年の憲法規範力を 1.00 として調整)、そ
の線形回帰を加えたものである。 
 
図 1：日本における生存権規定の憲法規範力の推移(1995 年‐2005 年) 
（出所： UNDP(1997-2009)及び OECD. Stat に基づき筆者作成） 
図 1 からは、日本における生存権の憲法規範力はトレンドとして増加していることが読
み取れる。また、各年の憲法規範力対前年比幾何平均は 1.03（回帰線の傾きは 0.0373)であ

























では、日本を含めた 18 ヶ国の規範力に関して、比較分析を行う。下記の表 1 は、18 ヶ国に
おける生存権の規範力の推移を、各年平均が高い順にまとめたものである（図 1 と同様、
1995 年の日本における規範力の値を 1.00 として調整）。 
表 1：各国の生存権の規範力(1995 年‐2005年) 
  1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
各年 
平均 
スウェーデン 3.96  3.91  3.66  3.35  3.67  3.57  3.73  3.81  3.91  3.85  3.80  3.75  
フィンランド 2.19  2.19  2.01  2.56  2.45  2.32  2.41  2.49  2.64  2.65  2.67  2.42  
ノルウェイ 1.73  1.67  1.63  2.71  2.64  2.38  2.59  2.79  2.94  2.78  2.59  2.40  
デンマーク 2.02  1.97  1.87  2.40  2.45  2.28  2.40  2.47  2.62  2.61  2.70  2.34  
ドイツ 2.12  2.16  2.13  2.12  2.10  2.09  2.16  2.19  2.22  2.17  2.18  2.15  
オランダ 2.43  2.31  2.21  2.18  2.02  1.95  1.97  2.09  2.16  2.15  2.13  2.15  
フランス 2.03  2.05  2.02  2.18  2.19  2.10  2.16  2.22  2.13  2.14  2.15  2.13  
ベルギー 1.77  1.81  1.74  1.77  1.75  1.68  1.74  1.77  1.79  1.80  1.78  1.76  
ルクセンブルク N. A. N. A. N. A. 1.67  1.60  1.53  1.69  1.76  1.77  1.80  1.75  1.70  
スイス N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. 1.55  1.55  1.59  1.56  
スペイン 1.37  1.37  1.34  1.49  1.48  1.51  1.53  1.55  1.52  1.53  1.41  1.46  
イタリア 1.44  1.59  1.64  1.62  1.59  1.60  1.62  1.73  0.68  0.69  0.70  1.35  
カナダ 1.32  1.26  1.22  1.26  1.16  1.12  1.17  1.17  1.27  1.23  1.27  1.22  
日本 1.00  1.02  1.03  1.16  1.21  1.24  1.32  1.35  1.30  1.31  1.33  1.20  
オーストラリア 1.11  1.12  1.10  1.18  1.10  1.16  1.12  1.14  1.16  1.16  1.12  1.13  
イギリス 1.13  1.11  1.06  1.11  1.06  1.07  1.14  1.13  1.16  1.19  1.21  1.12  
アイルランド 0.86  0.81  0.76  0.73  0.77  0.74  0.79  0.84  0.87  0.89  0.87  0.81  
アメリカ 0.78  0.77  0.76  0.78  0.77  0.77  0.80  0.84  0.88  0.87  0.87  0.81  
各国平均 1.70  1.69  1.64  1.78  1.76  1.71  1.78  1.84  1.81  1.80  1.78  1.75  
（出所： UNDP(1997-2009)及び OECD. Stat に基づき筆者作成） 













に、長期的な視点からの乖離の大きさの程度を検証するために 1995 年から 2005 年までの
生存権の規範力の各年平均値を見ると、日本の各年平均値 1.20 ポイントは各国各年平均値








ノルウェイ 0.1163  スペイン 0.0144  スウェーデン 0.0063  
デンマーク 0.0755  アメリカ 0.0126  オーストラリア 0.0029  
フィンランド 0.0542  フランス 0.0117  ベルギー 0.0015  
日本 0.0373  イギリス 0.0104  オランダ -0.0226  
ルクセンブルク 0.0284  アイルランド 0.0082  カナダ -0.0350  
スイス 0.0206  ドイツ 0.0075  イタリア -0.0859  
（出所：筆者作成） 
表 2 からは、18 ヶ国の内、乖離が拡大傾向にある国は、オランダ、カナダ、イタリアの
3 ヶ国のみであり、他の 15 ヶ国は程度の差はあれ、乖離は縮小傾向にあることが読み取れ
























ループに分け、それぞれ U 検定32を行った結果をまとめたものである。 
表 3：成文憲法上の生存権規定の有無に関する U検定 
 
成文憲法上の生存権規定 N 平均ランク 順位和 
乖離の大きさ 
有 12 10.58 127.00 
無 6 7.33 44.00 
合計 18 
  
Mann-Whitney の U Wilcoxon の W Z 漸近有意確率 (両側) 正確有意確率 
23.000 44.000 -1.219 .223 .250 
 
 




有 12 9.92 119.0 
無 6 8.67 52.0 
合計 18 
  
Mann-Whitney の U Wilcoxon の W Z 漸近有意確率 (両側) 正確有意確率 




表 3 より、乖離の大きさに関しては正確有意確率 0.250、乖離の拡大／縮小傾向に関して











































                                                 
1 一般的には、憲法現実とは「実現された憲法(verwirklichte Verfassung sein)」とされる(z.B, Hesse (1995), 
S.19.)。しかし、本論文では「憲法現実」をより広い意味で「当為(sollen)としての憲法規範(Verfussungsnorm)
と対置される存在(sein)」と捉えている。この点に関する詳細は、北村(2008)を参照のこと。 
2 日本国憲法第 25 条 第 1 項「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」 
第 2 項「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めな
ければならない。」 
3 UNDP (2009). 
4 最判昭 42.5.24 いわゆる朝日訴訟最高裁判決。 
5 UNDP (1997-2009). 
6 Ibid.  













成要素の一つである相対的貧困率については、UNDP だけでなく OECD も発表している。OECD の相対
的貧困率の発表値を見てみると、2000 年前後から 2000 年代中盤にかけてやや減尐しているものの以降は
再び増加している。2000 年代中盤の 14.9%という値は、前述の国の中ではアメリカに次いで 2 番目に高
い値であり (OECD. Stat)、決して低い値ではない。 












11 市川 (1987)、30 頁。 
12 小林直 (1991)、8 頁。 








15 藤井 (2002)、15 頁。 
16 小林直 (1963)、3-5 頁。 
17 同上。 
18 「現実空洞化の憲法規範」及び「規範空洞化の憲法現実」という表現は、佐藤(1969)で用いられている。 
19 Hesse (1959). 
20 Hesse (1959), S. 8. 
21 Kelsen (1966), S.44ff, Schmitt (1970), S.75f. 
22 レーヴェンシュタイン(Loewenstein, Karl)は、憲法生活に責任あるものを、「権力名宛人(Machtadressaten)」




24 HPI-2 の値が低ければ低いほど、憲法規範力が高くなる。HPI-2 の値がゼロとならない限り、社会政策の
施行によって憲法現実をより憲法規範の規範内容に近付ける余地があるため、政府の当該社会政策支出
が過剰であるとは言えない。また、HPI-2 の値がゼロであった場合、ゼロ除算となり、憲法規範力が
well-defined を満たさないが、本論文第 2 節第 3 項で論じたように、憲法規範と憲法現実との乖離がゼロ
である状態は理念的なもので現実には起こり得ない現象であり、経験的事実として、HPI-2 がゼロにな
った事例も存在しないため、本研究においては、ゼロ除算の可能性は問題としないことを断わっておく。 
25 前掲注 5 で示した 20 カ国から、規範力測定のために必要な HPI-2 の長期時系列データが利用不可能であ
るギリシアとニュージーランドを除いく 18 ヶ国の国際比較を行う。 
26 第 3 節で比較研究を行う 18 ヶ国の内、イギリスは不文憲法であり、オーストラリア、カナダ、ドイツ 、
ノルウェイ、アメリカの5ヶ国の成文憲法には、日本国憲法25条の生存権に相当する条文は存在しない。









けはドイツのワイマール憲法(151 条 1 項「経済生活の秩序は、各人に、人たるに値する生活を保障する
目的をもつ正義の原則に適合するものでなければならない」)であるが、戦後の基本法には継承されてい















29 エスピン＝アンデルセン(2001)、viii 頁。 
30 もっとも、回帰線の R2値が著しく低い国があるため（スウェーデン 0.014、ベルギー0.020、オーストラ
リア 0.139、アイルランド 0.225 オランダ 0.275、）、結果の信頼度には留意しなければならない。 
31 小林・土井(2000)、9 頁。また、石田(1997)、116-117 頁。（傍点は筆者。） 
32 それぞれのグループの正規分布が仮定できないため、ノンパラメトリックである U 検定を行っている。 
33 衆議院憲法調査会(2005)、375 頁。 
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